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2022年度
川崎市予算案

一
般
会
計
は
８
年
連
続

過
去
最
大
、収
入
も
増
額

　

新
年
度
一
般
会
計
予
算
の
規

模
は
、
前
年
度
比
５
７
７
億
円

増
の
８
７
８
５
億
円
で
８
年
連

続
、
過
去
最
大
。
こ
れ
は
本
庁

舎
等
建
替
え
事
業
３
４
１
億
円

や
橘
処
理
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

１
９
８
億
円
と
市
税
収
入
の
増

に
よ
る
も
の
で
す
。
市
税
収
入

は
、
前
年
度
比
２
１
７
億
円
増

の
３
６
７
１
億
円
で
、
こ
れ
は

個
人
市
民
税
が
88
億
円
増
、
法

人
市
民
税
が
43
億
円
増
、
固
定

資
産
税
73
億
円
増
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　

新
年
度
は
普
通
交
付
税
・
不

交
付
団
体
に
な
る
見
込
み
で

す
。
財
政
健
全
化
指
標
は
、
す

べ
て
基
準
値
を
下
回
っ
て
お

り
、
極
め
て
優
良
。
２
０
２
０

年
度
決
算
で
他
の
政
令
市
と
比

較
し
て
、
一
人
当
た
り
の
市
債

残
高
は
、
政
令
市
の
平
均
よ
り

も
12
万
円
低
く
、
借
金
の
負
担

額
が
少
な
い
の
が
特
徴
で
す
。

川
崎
市
の
人
口
増
加
率
、
生
産

年
齢
人
口
割
合
と
も
に
政
令
市

で
最
も
高
く
、
人
口
推
計
で
も

今
後
８
年
間
は
増
加
を
続
け
る

た
め
市
税
収
入
の
増
加
は
今
後

８
年
間
続
く
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
市
税
収
入
、

　

川
崎
市
の
２
０
２
２
年
度
予
算
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

市
長
は
「
財
政
は
引
き
続
き
厳
し
い
」
と
し
な
が
ら
、
新
型

コ
ロ
ナ
対
策
に
市
独
自
の
予
算
を
ほ
と
ん
ど
使
わ
ず
不
要
不

急
の
大
規
模
開
発
推
進
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
市
民
要

求
に
応
え
た
予
算
に
な
っ
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

財
政
力
指
数
、
財
政
健
全
化
指

標
の
ど
れ
を
と
っ
て
も
、
川
崎

市
は
政
令
市
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

の
財
政
力
を
持
っ
て
お
り
、
今

後
８
年
間
は
さ
ら
に
財
政
力
は

ア
ッ
プ
す
る
と
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

市
税
収
入
は
、
新
年
度
予
算

で
は
、
個
人
市
民
税
１
７
３
８

億
円
、
法
人
市
民
税
１
５
１
億

円
、
固
定
資
産
税
１
３
１
４
億

円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。
市

税
の
構
成
比
を
政
令
市
で
比
較

す
る
と
20
年
度
決
算
で
は
個
人

市
民
税
は
48
・
３
％
で
政
令
市

の
中
で
上
か
ら
２
番
目
、
法
人

市
民
税
は
４
・
３
％
で
下
か
ら

２
番
目
で
す
。
川
崎
市
は
政
令

市
の
中
で
、
極
端
に
市
民
か
ら

の
税
収
に
依
存
し
て
お
り
、
法

人
か
ら
の
税
収
が
極
端
に
少
な

い
都
市
と
な
っ
て
い
ま
す
。

減
債
基
金
は
今
こ
そ

市
民
の
た
め
に
使
う
べ
き

　

減
債
基
金
残
高
は
、
一
般
会

計
分
で
み
る
と
積
立
額
４
５
２

億
円
、
取
崩
額
２
１
９
億
円
で

２
５
２
９
億
円
と
な
り
、
一
人

当
た
り
の
残
高
は
政
令
市
平
均

の
１
・
７
倍
に
も
な
り
ま
す
。

政
令
市
の
減
債
基
金
残
高
は
、

取
崩
額
の
平
均
４
年
分
で
す

が
、本
市
は
９
年
分
に
も
な
り
、

他
都
市
と
比
べ
て
極
め
て
多
い

残
高
と
な
っ
て
い
ま
す
。
22
年

度
の
借
入
総
額
は
８
５
０
億
円

の
見
込
み
で
す
が
、
減
債
基
金

の
残
高
か
ら
借
入
総
額
を
差
し

引
い
た
実
質
残
高
は
約
１
６
７

９
億
円
で
す
。
こ
の
金
額
は
、

取
崩
額
の
４
年
分
と
い
う
他
政

令
市
平
均
と
比
較
す
る
と
約
５

０
０
億
円
多
い
残
高
と
な
り
ま

す
。さ
ら
に
減
債
基
金
残
高
は
、

毎
年
１
０
０
億
円
以
上
積
み
増

し
さ
れ
て
６
年
後
に
は
約
３
４

０
０
億
円
。《
３
面
・
図
３
》

川
崎
市
の
市
税
収
入
と
同
じ
規

模
と
な
り
、
政
令
市
平
均
よ
り

も
１
０
０
０
億
円
以
上
も
多
く

な
り
ま
す
。
借
入
額
を
差
し
引

い
た
実
質
残
高
で
も
他
都
市
と

比
べ
て
極
め
て
多
い
わ
け
で
す

か
ら
、
減
債
基
金
か
ら
の
借
入

を
理
由
に
財
政
が
厳
し
い
と
は

言
え
ま
せ
ん
。
今
は
非
常
時
な

の
で
、
毎
年
約
４
０
０
億
円
前

後
の
積
立
額
を
減
ら
し
、
コ
ロ

ナ
対
策
、
福
祉
・
暮
ら
し
、
防

災
の
た
め
に
使
う
べ
き
で
す
。

扶
助
費
の
増
大
は

「
財
政
が
厳
し
い
」

理
由
に
は
な
ら
な
い

　

こ
の
間
、「
財
政
が
厳
し
い
」

と
い
う
理
由
の
一
つ
に
社
会
保

障
費
、
特
に
扶
助
費
の
増
大
を

挙
げ
て
い
ま
す
。
扶
助
費
は
、

新
年
度
予
算
で
は
前
年
度
比
89

億
円
の
増
で
す
が
、
こ
れ
は
保

育
事
業
費
や
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
の
た
め
に
ど
う
し
て
も
必
要

な
費
用
で
あ
り
、
増
加
し
た
部

分
の
ほ
と
ん
ど
は
国
や
県
か
ら

の
補
助
で
賄
わ
れ
る
の
で
、
扶

助
費
の
一
般
財
源
の
比
率
で
あ

る
経
常
収
支
比
率
は
20
年
度
決

算
で
は
19
％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

経
常
収
支
比
率
は
５
年
前
と
比

べ
て
も
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
ず
、

扶
助
費
は
増
え
て
い
ま
せ
ん
。

し
か
も
、
一
人
当
た
り
の
扶
助

費
の
額
は
引
き
続
き
政
令
市
平

均
を
下
回
っ
て
お
り
、
福
祉
予

算
で
あ
る
民
生
費
も
１
人
当
た

り
に
す
る
と
政
令
市
平
均
よ
り

約
１
万
円
も
低
い
状
況
で
す
。

一
方
、
一
人
当
た
り
の
個
人
市

民
税
は
、
政
令
市
平
均
よ
り
約

３
万
円
高
く
、
政
令
市
ト
ッ
プ

で
す
。
個
人
市
民
税
は
政
令
市

で
最
も
高
い
の
に
、
そ
の
税
収

が
福
祉
・
暮
ら
し
に
は
十
分
還

元
さ
れ
て
い
な
い
の
が
特
徴
で

す
。福

祉
切
り
捨
て
の
総
合
計
画

　

総
合
計
画
で
は
、人
口
減
少
、

「
厳
し
い
財
政
環
境
」、
扶
助
費

の
増
大
な
ど
を
前
提
と
し
て
行

財
政
改
革
、
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
を
推
進
す
る
と
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
人
口
は
今
後
９

年
間
増
え
続
け
、
今
の
人
口
よ

小
児
医
療
費
助
成

一
都
三
県（
全
市
町
村
）で
最
低
に

日
本
共
産
党
市
議
会
議
員
団
団
長　

宗
田
裕
之

　

新
年
度
一
般
会
計
予
算
案

は
８
７
８
５
億
円
で
８
年
連

続
過
去
最
大
。市
税
収
入
は
、

前
年
度
比
２
１
７
億
円
増
の

３
６
７
１
億
円
で
、
こ
れ
は

個
人
市
民
税
88
億
円
増
、
法

人
市
民
税
43
億
円
増
、
固
定

資
産
税
73
億
円
増
な
ど
に
よ

る
も
の
で
す
。
財
政
力
指
数

は
、
政
令
市
ト
ッ
プ
で
、
新

年
度
は
再
び
普
通
交
付
税
・

不
交
付
団
体
に
な
る
見
込
み

で
す
。
市
税
収
入
、
財
政
力

指
数
、
財
政
健
全
化
指
標
の

ど
れ
を
と
っ
て
も
、
川
崎
市

は
政
令
市
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

の
財
政
力
で
す
。

　

２
０
２
２
年
度
予
算
案
に

つ
い
て
「
コ
ロ
ナ
対
策
に
４

４
０
億
円
」
と
報
道
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
市
の
独
自
支
出

算
に
は
不
要
不
急
の
事
業
に

約
１
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
臨
海

部
か
ら
撤
退
縮
小
す
る
企
業

に
奨
励
金
を
出
す
制
度
が
含

は
、
県
内
の
自
治
体
で
、
川

崎
市
以
外
は
全
て
中
学
３
年

ま
で
拡
充
さ
れ
、
東
京
は
２

０
２
３
年
度
か
ら
高
校
３
年

ま
で
拡
充
予
定
、
千
葉
、
埼

玉
の
自
治
体
も
中
学
３
年
ま

で
実
施
。
つ
い
に
一
都
三
県

で
最
低
に
。
市
長
は
「
自
治

体
間
の
差
異
を
無
く
す
制
度

を
国
に
要
望
し
て
い
る
」
と

国
に
責
任
を
転
嫁
し
て
い
ま

す
。
新
年
度
予
算
の
減
債
基

金
へ
の
２
０
０
億
円
以
上
の

積
み
増
し
分
の
う
ち
、
わ
ず

か
20
億
円
で
所
得
制
限
・
一

部
負
担
金
を
無
く
し
、
中
学

卒
業
ま
で
の
通
院
医
療
費
無

料
化
が
実
現
で
き
ま
す
。

　

子
育
て
、
福
祉
・
暮
ら
し

を
温
め
る
予
算
の
拡
充
を
求

め
て
い
き
ま
す
。

は
37
億
円
。
さ
ら
に
融
資
な

ど
を
除
く
と
わ
ず
か
30
億
円

に
し
か
な
り
ま
せ
ん
。
今
一

番
必
要
な
中
小
企
業
や
非
正

規
労
働
者
、
医
療
機
関
へ
の

財
政
的
支
援
は
ほ
と
ん
ど
あ

り
ま
せ
ん
。

　

一
方
で
臨
海
部
関
連
の
予

ま
れ
て
い
る
臨
海
部
投
資
促

進
事
業
も
始
ま
り
、
こ
の
制

度
に
よ
り
撤
退
を
計
画
し
て

い
る
Ｊ
Ｆ
Ｅ
ス
チ
ー
ル
は
１

社
で
最
大
27
億
円
の
奨
励
金

を
受
け
取
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　

小
児
医
療
費
助
成
制
度

団
長
談
話

表１

行政改革の見直し対象になっている事業
１ 高齢者外出支援乗車事業
２ 高齢者に対する市単独事業のあり方
３ 成人ぜん息患者医療費補助
４ 障がい者施設運営費補助
５ 休日急患診療所
６ 重度障害者医療費助成制度
７ 宮前市民館、図書館移転
８ 市営バスなどの路線、バスネットワークの維持
９ 公的福祉施設の民設化、廃止
10 市営住宅の総床面積の抑制、集約
11 休日急患診療所の見直し

り
も
減
少
す
る
の
は
30
年
後
で

す
。
財
政
に
つ
い
て
は
、
政
令

市
ト
ッ
プ
の
財
政
力
を
持
ち
、

減
債
基
金
の
残
高
か
ら
見
て
も

財
政
が
厳
し
い
と
い
う
根
拠
は

一
つ
も
あ
り
ま
せ
ん
。
扶
助
費

の
増
大
と
い
う
理
由
も
成
り
立

ち
ま
せ
ん
。
こ
れ
ら
を
理
由
に

行
財
政
改
革
で
高
齢
者
や
障
が

い
者
の
福
祉
を
見
直
し
・
削
減

計
画
《
表
１
》
や
資
産
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
で
市
民
の
土
地
、
財
産

を
売
却
す
る
計
画
が
提
案
さ
れ

て
い
ま
す
。
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表５　2022（令和４）年度市税の内訳 （単位：百万円）

2022年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 民 税 188,849 51.4 13,006 7.4
個 人 173,793 47.3 8,788 5.3
法 人 15,056 4.1 4,218 38.9

固 定 資 産 税 131,362 35.8 7,275 5.9
軽 自 動 車 税 999 0.3 55 5.8
市 た ば こ 税 9,320 2.5 481 5.4
特別土地保有税 ー ー ー ー
入 湯 税 11 0.0 5 72.4
事 業 所 税 9,044 2.5 △134 △1.5
都 市 計 画 税 27,481 7.5 988 3.7
市 税 合 計 367,066 100 21,676 6.3
※百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。

表４　2022（令和４）年度各会計予算案 （単位：百万円）

会　　計　　別
2022年度 前年との比較
予算額 増減額 率（％）

一 般 会 計 878,513 57,671 7.0

特　

別　

会　

計

競 輪 事 業 会 計 23,433 1,344 6.1
卸 売 市 場 事 業 会 計 2,183 △37 △1.7
国民健康保険事業会計 122,751 2,192 1.8
母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 304 65 27.1
後期高齢者医療事業会計 18,982 1,632 9.4
公害健康被害補償事業会計 71 △7 △8.9
介 護 保 険 事 業 会 計 108,649 4,955 4.8
港 湾 整 備 事 業 会 計 4,888 1,049 27.3
勤労者福祉共済事業会計 107 △４ △3.6
墓 地 整 備 事 業 会 計 373 △134 △26.5
生田緑地ゴルフ場事業会計 390 △122 △23.8
公共用地先行取得等事業会計 1,569 △36 △2.3
公 債 管 理 会 計 172,385 △22,849 △11.7

特 別 会 計 合 計 456,085 △11,952 △2.6

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 42,602 △2,395 △5.3
下 水 道 事 業 会 計 97,000 △2,685 △2.7
水 道 事 業 会 計 53,585 4,211 8.5
工 業 用 水 道 事 業 会 計 9,668 10 0.1
自 動 車 運 送 事 業 会 計 11,618 △5 0.0

企 業 会 計 合 計 214,473 △864 △0.4
全 会 計 歳 出 予 算 合 計 1,549,071 44,855 3.0

表２　2022（令和４）年度一般会計歳入予算案 （単位：百万円）

2022年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 税 367,067 41.8 21,676 6.3
地 方 譲 与 税 3,490 0.4 535 18.1
利 子 割 交 付 金 145 0.0 △8 △5.0
配 当 割 り 交 付 金 1,739 0.2 472 37.2
株式等譲渡所得割交付金 1,222 0.1 182 17.5
分離課税所得割交付金 368 0.1 25 7.4
法 人事業税交付金 3,060 0.3 788 34.7
地 方消費税交付金 32,461 3.7 △466 △1.4
ゴルフ場利用税交付金 35 0.0 0 2.7
環 境性能割交付金 1,015 0.1 253 33.1
軽 油取引税交付金 3,870 0.4 △110 △2.8
地 方 特 例 交 付 金 2,187 0.2 △2,786 △56.0
地 方 交 付 金 388 0.1 △717 △64.9
交通安全対策特別交付金 319 0.1 24 8.2
分 担金及び負担金 9,069 1.0 0 0.0
使 用料及び手数料 17,095 1.9 290 1.7
国 庫 支 出 金 162,056 18.4 15,382 10.5
県 支 出 金 40,119 4.6 3,982 11.0
財 産 収 入 8,501 1.0 116 1.4
寄 附 金 776 0.1 144 22.7
繰 入 金 94,489 10.8 △3,918 △4.0
繰 越 金 100 0.0 0 0.0
諸 収 入 35,807 4.1 2,001 5.9
市 債 93,133 10.6 19,807 27.0
歳 入 合 計 878,511 100.0 57,672 7.0

表６　コロナ関連予算（令和４年度当初予算） （単位：千円）

項目 事業費 国庫支出金 県支出金 その他 一般財源
新型コロナウイルスワクチン接種の実施 13,713,291 13,705,368 0 7,923 0
【主な取組】
・ 希望する全ての市民を対象としたワクチン接種
の実施

2,636,742 2,636,742 0 0 0

・安全かつ適切な接種体制の構築 7,551,322 7,543,399 0 7,923 0
・接種促進に向けた医療機関支援の実施 3,525,227 3,525,227 0 0 0
新型コロナウイルス感染症対策の実施 6,242,359 2,633,709 1,722,457 114,479 1,771,714
【主な取組】
・ 保育所等の感染症対策備品等の購入・購入支援 723,970 310,615 97,215 0 316,140
・療養者支援やPCR・抗原検査等の実施等 4,735,282 2,260,679 1,625,242 15,632 833,729
市民・事業者への支援 24,077,008 19,716,047 341,712 2,093,124 1,926,125
【主な取組】
・臨時特別給付金の支給 17,532,742 17,532,076 0 666 0
・ 保育所等の現場で働く方の処遇改善事業の実施 1,989,753 1,281,187 217,795 ０ 490,771
・ 中小企業を対象とした融資・資金繰り支援 2,439,659 0 0 2,065,610 374,049
・新しい生活様式に向けた経営支援の実施 387,511 35,563 0 0 351,948

合計 44,032,658 36,055,124 2,064,169 2,215,526 3,697,839

保
健
所
が
陽
性
者
の
保
護
に
責

任
を
持
て
る
よ
う
に
、
恒
常
的

な
職
員
の
増
員
を
図
っ
て
対
応

す
べ
き
で
す
。

　

ワ
ク
チ
ン
の
追
加
接
種
に
つ

い
て
、
集
団
接
種
会
場
は
増
や

す
べ
き
で
す
し
、
エ
ッ
セ
ン
シ

ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
優
先
な
ど
必

要
な
配
慮
を
行
い
な
が
ら
速
や

か
に
実
施
す
べ
き
で
す
。

で
す
。
そ
の
中
に
は
今
一
番
必

要
な
中
小
企
業
や
非
正
規
労
働

者
、
医
療
機
関
へ
の
財
政
的
支

援
は
ほ
と
ん
ど
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

地
方
創
生
臨
時
交
付
金
32
億
円

は
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
体
制
、
コ
ー
ル

セ
ン
タ
ー
運
営
費
、
医
療
機
関

へ
の
入
院
患
者
受
入
れ
補
助
、

各
施
設
感
染
症
対
策
な
ど
に
12

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
が

不
十
分
で
す
。
残
り
の
20
億
円

を
補
正
予
算
に
回
す
の
で
は
な

く
、
必
要
な
所
に
緊
急
の
財
政

支
援
を
す
る
べ
き
で
す
。

　

２
月
６
日
コ
ロ
ナ
第
６
波
に

よ
り
川
崎
市
内
の
新
規
感
染
者

数
は
２
５
４
７
人
を
記
録
。
翌

日
に
は
自
宅
療
養
者
数
が
１
７

６
２
６
人
と
な
り
ま
し
た
。
入

院
者
数
は
２
９
８
人
で
わ
ず
か

１
・
７
％
、
療
養
施
設
は
44
人

で
０
・
２
％
で
し
た
。
感
染
拡

大
防
止
の
た
め
に
は
、
職
場
で

の
定
期
的
な
検
査
と
家
庭
で
の

検
査
が
必
要
で
す
。
十
分
な
量

の
抗
原
検
査
キ
ッ
ト
を
確
保
・

配
給
す
べ
き
で
す
。
ま
た
、「
い

つ
で
も
、
誰
で
も
、
無
料
で
」

受
け
ら
れ
る
公
的
で
大
規
模
な

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
体
制
を
確
立
し
、

一
般
会
計
の

０
・
１
％
し
か
な
い

中
小
企
業
予
算

　

経
済
労
働
費
は
２
４
６
億
８

９
２
０
万
円
余
で
、
昨
年
度
比

25
・
４
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
、
経
済
労
働
費
の

87
％
を
占
め
る
金
融
対
策
が
、

国
の
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
の
減
に

よ
り
、
預
託
金
や
利
子
補
給
が

82
億
円
減
少
し
た
結
果
で
す
。

　

中
小
企
業
の
支
援
・
商
業
振

興
に
係
る
予
算
は
２
２
６
億
円

で
、
前
年
度
比
83
億
円
の
減
と

な
っ
て
お
り
、
金
融
対
策
費
を

除
く
と
僅
か
11
億
円
の
み
で
、

一
般
会
計
の
０
・
１
％
に
過
ぎ

ま
せ
ん
。
こ
れ
ま
で
、
不
十
分

な
が
ら
も
中
小
企
業
支
援
と
し

て
実
施
さ
れ
て
き
た
「
販
路
開

拓
支
援
事
業
費
」
は
前
年
度
比

55
％
減
の
２
４
０
万
円
、「
操

業
環
境
整
備
費
」
は
60
％
減
の

３
９
０
０
万
円
な
ど
大
幅
に
削

減
さ
れ
、
一
方
で
、「
デ
ジ
タ

ル
化
な
ど
社
会
変
化
へ
の
対

応
」
と
し
て
、「
中
小
製
造
業

等
デ
ジ
タ
ル
化
支
援
事
業
４
９

４
万
９
千
円
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
促
進
事
業
７
６
３
万
９

千
円
な
ど
新
規
事
業
を
始
め
ま

す
が
、
仕
事
の
減
少
、
燃
料
・

材
料
費
の
高
騰
な
ど
、
経
営
の

継
続
が
極
め
て
困
難
に
な
っ
て

い
る
事
業
者
の
今
を
支
え
る
も

の
に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

川
崎
市
独
自
の

支
援
策
を

　

２
０
２
１
年
度
補
正
予
算
で

組
ま
れ
、
２
０
２
２
年
７
月
以

降
に
実
施
が
予
定
さ
れ
る
「
じ

も
と
応
援
券
」
の
第
３
弾
は
、

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地

方
創
生
臨
時
交
付
金
」
32
億
円

の
内
、
11
億
５
０
０
０
万
円
を

使
っ
て
行
わ
れ
ま
す
。
プ
レ
ミ

昨
年
度
予
算
よ
り
減
額

　

雇
用
対
策
の
予
算
は
８
６
５

９
万
円
余
で
、
前
年
度
よ
り
62

万
円
余
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

内
訳
は
就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業

費
、若
年
者
就
業
支
援
事
業
費
、

就
職
氷
河
期
世
代
応
援
事
業
で

す
。新
規
事
業
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

事
業
ご
と
の
内
訳
は
、
就
業

マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
は
42
万
円
余

の
減
額
で
、
若
年
者
就
業
支
援

事
業
費
は
20
万
円
余
の
減
額
、

就
職
氷
河
期
世
代
応
援
事
業
費

ア
ム
付
き
商
品
券
の
実
施
は
、

地
域
経
済
の
活
性
化
に
効
果
的

で
は
あ
り
ま
す
が
、
緊
急
対
策

と
し
て
の
「
臨
時
交
付
金
」
の

活
用
と
し
て
は
、
も
っ
と
多
く

の
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

の
支
援
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
必

要
で
す
。
ま
た
、
全
て
が
電
子

商
品
券
と
な
り
、
ス
マ
ホ
等
の

利
用
が
で
き
な
い
市
民
や
事
業

者
を
そ
の
対
象
か
ら
除
外
す
る

も
の
で
、「
デ
ジ
タ
ル
化
」
を

市
民
や
事
業
者
に
押
し
つ
け
る

も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

他
の
自
治
体
で
は
、
新
宿
区

の
「
店
舗
等
家
賃
減
額
助
成
制

度
」
や
藤
沢
市
の
「
店
舗
・
事

業
所
・
住
宅
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

工
事
助
成
制
度
」
の
よ
う
に
、

国
の
支
援
策
へ
の
上
乗
せ
や
独

自
の
支
援
策
を
行
っ
て
い
ま

す
。「
川
崎
市
中
小
企
業
活
性

化
の
た
め
の
成
長
戦
略
に
関
す

る
条
例
」
を
持
ち
、
小
規
模
事

業
者
へ
の
支
援
を
掲
げ
る
川
崎

市
と
し
て
、「
工
場
家
賃
補
助
」

や
「
住
宅
・
店
舗
リ
ニ
ュ
ー
ア

ル
助
成
制
度
」
な
ど
、
市
独
自

の
支
援
策
の
実
施
が
強
く
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

は
前
年
度
と
変
わ
り
ま
せ
ん
で

し
た
。
他
に
は
、
多
様
な
人
材

育
成
・
活
躍
支
援
事
業
費
は
１

０
８
万
円
余
の
減
額
と
な
っ
て

い
ま
す
。

補
正
予
算
で

就
業
支
援
事
業
費
が

追
加
さ
れ
ま
し
た

　

補
正
予
算
で
は
、
就
業
支
援

事
業
費
に
５
９
７
３
万
円
余
が

追
加
さ
れ
ま
し
た
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に

よ
り
離
職
・
減
収
と
な
っ
た
非

正
規
労
働
者
等
を
対
象
に
、
市

内
企
業
と
を
つ
な
げ
る
機
会
の

創
生
を
図
る
も
の
で
、
申
込
開

始
は
今
年
５
月
の
予
定
で
す
。

し
か
し
職
種
は
主
に
Ｉ
Ｔ
関

係
、
対
象
も
80
人
程
度
、
募
集

企
業
も
10
社
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

　

市
議
団
は
、
募
集
す
る
職
種

を
医
療
や
介
護
な
ど
エ
ッ
セ
ン

シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
も
広
げ
る

こ
と
、
10
社
に
と
ど
ま
ら
ず
求

人
を
募
る
こ
と
、
就
労
完
了
ま

で
市
が
責
任
を
持
っ
て
支
援
す

る
こ
と
、
就
職
ま
で
の
期
間
も

給
付
金
な
ど
の
支
援
を
実
施
す

る
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　

こ
の
他
「《
奨
学
金
返
還
支

援
制
度
》
に
係
る
ア
ン
ケ
ー
ト

結
果
に
つ
い
て
」
が
発
表
さ
れ

ま
し
た
。
就
職
イ
ベ
ン
ト
に
参

加
し
た
１
０
１
人
を
対
象
に
昨

年
末
実
施
し
、
同
制
度
を
重
視

す
る
か
を
聞
い
た
も
の
で
、
奨

学
金
を
利
用
し
て
お
り
制
度
を

重
視
す
る
と
答
え
た
の
は
30
人

で
し
た
。

　

ま
だ
ア
ン
ケ
ー
ト
実
施
に
留

ま
っ
て
い
ま
す
が
、
市
が
は
じ

め
て
奨
学
金
の
実
態
に
踏
み
込

ん
だ
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

2022 （年度）15 16 17 18 19 20 21

図２
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普通建設事業費

※川崎市の決算カードと予算案より作成
※「地方税」は、市民税・固定資産税・都市計画税等の合計額。「交付金等」
は地方譲与税・地方消費税交付金・特別地方消費税交付金、軽油・自動車交付
金、地方交付税等の合計額。「その他歳入」は分担金負担金、使用料・
手数料・国庫支出金・県支出金・財産収入・繰越金・
諸収入等の合計額。
※2020年度は決算見込み、
2021年度は当初予算
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461

3670

8785

1341

979

特
別
会
計
合
わ
せ
て
１
６
３
億

円
、
臨
海
部
国
際
戦
略
本
部
の

予
算
13
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
中
に
は
、
臨
港
道

路
東
扇
島
水
江
町
線
整
備
に
61

億
円
、
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

整
備
事
業
に
17
億
円
、
東
扇
島

堀
込
部
土
地
造
成
事
業
は
12
億

円
増
の
19
億
円
な
ど
不
要
不
急

の
事
業
に
約
１
０
０
億
円
が
計

上
さ
れ
て
い
ま
す
。《
表
７
》

さ
ら
に
臨
海
部
か
ら
撤
退
縮
小

す
る
企
業
に
奨
励
金
を
出
す
制

度
が
含
ま
れ
て
い
る
臨
海
部
投

　

新
型
コ
ロ
ナ
が
始
ま
っ
て
３

年
目
と
な
る
新
年
度
予
算
は
、

前
年
度
か
ら
の
繰
越
分
を
含
め

て
４
４
０
億
円
が
計
上
さ
れ
て

資
促
進
事
業
も
始
ま
り
ま
し

た
。
こ
の
制
度
に
よ
り
、
撤
退

を
計
画
し
て
い
る
Ｊ
Ｆ
Ｅ
ス
チ

ー
ル
は
最
大
27
億
円
の
奨
励
金

を
受
け
取
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
ま
た
、
ナ
ノ
医
療
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
に
対
し
て
は
市
が
14

億
円
で
取
得
し
た
土
地
を
今
後

い
ま
す
。《
表
６
》
そ
の
う
ち

市
の
独
自
支
出
は
37
億
円
で
す

が
、
こ
こ
か
ら
融
資
、
コ
ロ
ナ

後
の
対
策
費
を
除
く
と
30
億
円

不
要
不
急
の

大
規
模
事
業
に

約
１
０
０
億
円

　

新
年
度
の
臨
海
部
関
連
の
予

算
は
、
港
湾
費
は
一
般
会
計
、

雇
用

新
型
コ
ロ
ナ
関
連

　
　
　

予
算
に
つ
い
て

福祉・くらし優先の予算へ福祉・くらし優先の予算へ
2022年度川崎市予算案の特徴と課題2022年度川崎市予算案の特徴と課題

高齢者など福祉は後退高齢者など福祉は後退

豊かな財政
いかして

不要不急の大型開発予算をやめ不要不急の大型開発予算をやめ

30
年
間
無
償
で
貸
与
す
る
な

ど
、
臨
海
部
の
大
企
業
に
対
し

て
は
至
れ
り
尽
く
せ
り
の
優
遇

措
置
が
取
ら
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
中
小
企
業
の
支
援
・
商

業
振
興
予
算
は
、
83
億
円
減
の

２
２
６
億
円
で
あ
り
、
融
資
を

除
い
た
予
算
は
11
億
円
の
み

で
、
一
般
会
計
予
算
の
わ
ず
か

０
・
１
％
で
す
。
市
内
事
業
者

の
99
％
、雇
用
の
７
割
を
占
め
、

コ
ロ
ナ
で
最
も
被
害
を
受
け
て

い
る
中
小
企
業
に
対
す
る
予
算

と
し
て
は
あ
ま
り
に
も
少
な
す

ぎ
ま
す
。
臨
海
部
の
大
規
模
事

業
や
大
企
業
へ
の
支
援
に
比
べ

て
、
市
内
中
小
企
業
へ
の
支
援

が
あ
ま
り
に
少
な
す
ぎ
ま
す
。

歳　

入

　

提
案
さ
れ
た
２
０
２
２
年
度

予
算
案
は
表
２
〜
５
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
予
算
案
８

７
８
５
億
円
は
８
年
連
続
過
去

最
大
。《
表
２
》
歳
入
の
根
幹

で
あ
る
市
税
収
入
は
41
・
８
％

を
占
め
前
年
度
比
２
１
７
億
円

増
で
３
６
７
１
億
円
で
す
。
市

税
収
入
の
51
・
４
％
を
占
め
る

市
民
税
は
１
８
８
８
億
円
で
88

億
円
（
７
・
４
％
）
増
。
個
人

市
民
税
は
所
得
の
増
加
に
よ
り

88
億
円
増
、
売
却
資
産
の
増
加

等
に
よ
り
固
定
資
産
税
も
73
億

円
（
５
・
９
％
）
増
の
１
３
１

４
億
円
で
す
。《
表
５
》

　

法
人
市
民
税
は
、
企
業
収
益

の
増
加
に
よ
り
43
億
円
の
増
の

１
５
１
億
円
。

　

市
債
発
行
額
は
９
３
１
億
円

（
前
年
度
当
初
比
27
％
増
）
で
、

本
庁
舎
等
建
替
え
事
業
や
橘
処

理
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
の
進
捗

に
よ
る
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
比
１
９
８
億
円
の
増
と
な
り

ま
し
た
。
市
債
残
高
は
一
般
会

計
で
８
８
０
３
億
円（
見
込
み
、

減
債
基
金
積
立
分
を
控
除
）。

市
民
一
人
あ
た
り
の
〝
借
金
〞

は
57
・
２
万
円
で
昨
年
度
よ
り

２
万
円
増
で
す
。
減
債
基
金
は

４
５
２
億
円
を
積
立
て
た
結

果
、
残
高
２
５
２
９
億
円
に
な

り
、
６
年
後
に
は
３
１
９
４
億

円
、
市
税
収
入
に
匹
敵
す
る
残

高
に
な
る
見
込
み
で
す
。

　

市
長
は
こ
の
間
、
減
債
基
金

に
過
大
に
積
立
て
し
て
お
き
な

が
ら
、
減
債
基
金
か
ら
借
入
れ

た
こ
と
を
「
財
政
が
厳
し
い
」

理
由
に
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ

は
お
か
し
な
理
屈
で
す
。
減
債

基
金
は
市
の
「
貯
金
」
と
い
う

性
格
に
加
え
、
す
で
に
返
済
額

数
年
分
の
残
高
が
あ
る
状
況
で

は
必
要
額
を
引
い
た
額
を
積
み

立
て
れ
ば
何
の
問
題
も
な
い
か

ら
で
す
。
過
大
な
積
立
て
を
行

な
っ
た
う
え
で
そ
こ
か
ら
借
入

れ
、
借
り
た
以
上
は
返
さ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
操
作
で

市
民
要
求
を
抑
え
る
手
法
は
や

め
る
べ
き
で
す
。

歳　

出

　

一
般
会
計
の
歳
出
予
算
案

《
表
３
》
で
は
、
前
年
度
比
で

増
え
て
い
る
の
は
、
総
務
費
の

２
８
０
億
円
（
45
・
７
％
）
増
、

環
境
費
の
90
億
円
（
30
・
２
％
）

健
康
福
祉
費
の
１
８
７
億
円

（
11
・
６
％
）
増
な
ど
で
す
。

　

総
務
費
の
増
は
本
庁
舎
建
替

え
事
業
の
進
捗
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。

　

環
境
費
は
橘
処
理
セ
ン
タ
ー

整
備
事
業
の
進
捗
に
よ
る
処
理

セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
費
の
増
な

ど
に
よ
る
も
の
で
す
。
健
康
福

祉
費
は
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

利
用
者
の
増
に
よ
る
障
が
い
者

（
児
）
介
護
給
付
等
事
業
費
の

増
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
事
業
費
や
ワ
ク
チ
ン

接
種
の
実
施
に
よ
る
予
防
接
種

事
業
の
増
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。
経
済
労
働
費
で
は
25
・
４

％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

制
度
融
資
預
託
金
の
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
分
の

減
に
よ
る
間
接
融
資
事
業
費
の

減
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
応
資
金
利
子
補
給
金
の

減
に
よ
る
信
用
保
証
等
促
進
事

業
費
の
減
な
ど
に
よ
り
、
84
億

円
の
減
で
す
。

　

子
育
て
に
関
係
す
る
こ
ど
も

未
来
費
は
、
保
育
受
け
入
れ
枠

の
拡
大
に
よ
る
民
間
保
育
所
運

営
費
の
増
、
中
部
児
童
相
談
所

改
修
工
事
の
進
捗
に
よ
る
児
童

福
祉
施
設
整
備
事
業
費
の
増
な

ど
に
よ
り
、
69
億
円
の
増
。
建

設
緑
政
費
は
、
ガ
ス
橋
長
寿
命

化
工
事
の
進
捗
に
よ
る
橋
り
ょ

う
長
寿
命
化
事
業
費
の
減
な
ど

が
あ
る
も
の
の
、
京
浜
急
行
大

師
線
連
続
立
体
交
差
事
業
や
Ｊ

Ｒ
南
武
線
連
続
立
体
交
差
事
業

の
進
捗
に
よ
る
増
、
富
士
見
公

園
整
備
事
業
費
の
増
な
ど
に
よ

り
、
17
億
円
の
増
。
ま
ち
づ
く

り
費
は
登
戸
地
区
土
地
区
画
整

理
事
業
や
、
稲
田
堤
駅
橋
上
駅

舎
化
工
事
な
ど
の
南
武
線
駅
ア

ク
セ
ス
向
上
等
整
備
事
業
の
進

捗
に
よ
る
増
な
ど
で
６
億
円
の

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
般
会

計
の
港
湾
費
は
マ
イ
ナ
ス
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
特
別
会
計
と

合
わ
せ
て
１
６
３
億
円
が
臨
海

部
の
国
際
コ
ン
テ
ナ
、
羽
田
連

絡
道
路
、
臨
港
道
路
、
川
崎
縦

貫
道
路
な
ど
不
要
不
急
の
大
規

模
事
業
に
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

表７　2022年度予算案の臨海部等の大規模事業関連予算
事業名 予算額

国際コンテナ戦略港湾関連 合 計103億6811万円
コンテナターミナルの利用促進・活性化
【内訳】川崎港利用促進コンテナ貨物補助制度
 （京浜港広域連携推進事業費）
 東扇島コンテナターミナル整備費

一般会計・特別会計
特別会計

特別会計

16億5443万円
１億7101万円

12億9135万円
 東扇島コンテナターミナル管理運営費
 （受変電設備、荷役機械設備等の保守点検など） 特別会計 １億9207万円

ポートセールス事業等 一般会計・特別会計 1196万円
東扇島コンテナ事業推進費 特別会計 847万円
港湾改修費（国際戦略港湾） 一般会計 ７億13万円
臨港道路東扇島水江町線整備 一般会計 61億957万円
東扇島堀込部の埋立土地造成事業 特別会計 18億8355万円
臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備 合 計13億6555万円
臨海部活性化推進事業費
 （川崎臨海部産学公民連携推進事業、京浜臨海部再編整備事業
費、臨海部PR推進事業費、臨海部競争力強化事業（臨海部ビジョ
ン推進調査）、川崎臨海部投資促進事業その他）

一般会計 3483万円

国際戦略拠点地区の整備（キングスカイフロント関連）
 （殿町国際戦略拠点整備事業、マネジメント推進事業、特区推進事業、
羽田連絡道路を活用したバス交通の検討、臨海部の基幹産業の事業再
編の状況を踏まえ、大規模土地利用推進事業その他）

一般会計 ４億9836万円

サポートエリアの整備推進（産業道路駅前地区、塩浜３丁目周辺地区） 一般会計 １億7092万円
戦略拠点の形成促進（南渡田周辺地区等の土地利用の検討） 一般会計 4066万円
交通ネットワークの形成推進
（臨海部の基幹的交通軸・川崎アプローチ線整備の具体化など） 一般会計 １億4042万円

川崎水素戦略・カーボンニュートラルに基づく取組の推進 一般会計 3270万円
ナノ医療イノベーションの推進（センターの運営支援、用地取得） 一般会計 １億7473万円
ナノ医療イノベーションセンター研究促進事業費 一般会計 １億3000万円
羽田連絡道路の整備推進 一般会計 １億4293万円
高速川崎縦貫道路関連 合 計11億7927万円
高速川崎縦貫道路整備事業費 一般会計 1642万円
水道事業会計川崎縦貫道路関連施設整備事業費 水道事業会計 3285万円
高速川崎縦貫道路整備事業費409号新設改築 一般会計 11億3000万円

合計 129億1293万円

表３　2022（令和４）年度一般会計歳出予算案 （単位：百万円）

2022年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

議 会 費 1,697 0.2 △３ △0.2
総 務 費 89,351 10.2 28,005 45.7
市 民 文 化 費 8,983 1.0 610 7.3
こ ど も 未 来 費 134,653 15.3 6,914 5.4
健 康 福 祉 費 179,482 20.4 18,676 11.6
環 境 費 38,749 4.4 8,977 30.2
経 済 労 働 費 24,689 2.8 △8,390 △25.4
建 設 緑 政 費 27,077 3.1 1,703 6.7
港 湾 費 11,431 1.3 △913 △7.4
ま ち づ く り 費 21,125 2.4 651 3.2
区 役 所 費 18,169 2.1 △273 △1.5
消 防 費 17,141 2.0 △184 △1.1
教 育 費 111,715 12.7 △2,416 △2.1
公 債 費 72,961 8.3 1,774 2.5
諸 支 出 金 120,591 13.7 2,542 2.2
予 備 費 700 0.1 ０ 0.0
歳 出 合 計 878,514 100.0 57,673 7.0

歳
入
歳
出
で
み
る

歳
入
歳
出
で
み
る

予
算
案
の
主
な
特
徴

予
算
案
の
主
な
特
徴

中
小
企
業

2020 35 3621 22 23 24 25 2037年度26 27 28 29 30 31 32 33 34

取崩額積立額

（単位：億円）

3103

図３　減債基金残高等推計（一般会計分）　　　
市財政局資料より作成

2197 2296
2529

2766 2921 3103 3169 3340 3367 3329 3301
3109 3078 2986 2923 2986 2875

2659

434 437 452 449 468 463 455 453 462 467 473 475 461 459 448 437 439 434
458 338 219 212 313 281 389 282 435 505 501 667 492 551 511 374 550 650

2022 年２月



明 る い 川 崎 第２４３号２０２２年（令和４年）３月 （４）
　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
21

年
10
月
１
日
時
点
の
待
機
者
数

は
２
７
５
１
人
。
人
口
１
０
０

万
人
規
模
の
13
政
令
市
の
中
で

高
齢
者
人
口
比
の
待
機
率
は
ワ

ー
ス
ト
３
位
《
図
４
》。

　

22
年
度
開
所
予
定
は
２
か
所

２
８
０
床
。
21
年
度
は
１
か
所

１
０
０
床
の
み
開
所
。
新
年
度

予
算
に
新
規
分
は
な
く
、
今
後

の
計
画
は
、
24
年
度
建
替
え
増

床
分
の
79
床
の
み
。
政
令
市
の

中
で
同
程
度
の
人
口
を
持
つ
都

市
で
比
較
《
表
８
》、
川
崎
市

は
施
設
数
も
床
数
も
少
な
い
こ

と
が
わ
か
り
ま
す
。
早
急
に
増

設
計
画
を
立
て
な
け
れ
ば
、
待

機
者
は
増
え
る
ば
か
り
で
す
。

　

介
護
人
材
確
保
・
定
着
支
援

へ
向
け
て
、「
介
護
職
員
家
賃

支
援
補
助
金
」
新
設
、
６
１
２

０
万
円
計
上
。
資
格
取
得
へ
の

「
初
任
者
研
修
」「
実
務
者
研
修
」

受
講
料
を
全
額
補
助
、
２
９
４

０
万
円
増
。
介
護
職
員
研
修
時

の
代
替
職
員
派
遣
、
４
１
６
２

万
円
計
上
。

　

高
齢
者
の
終
活
支
援
を
開

始
、
７
４
８
万
円
計
上
。
認
知

症
の
人
や
家
族
を
支
え
る
体
制

強
化
の
た
め
認
知
症
地
域
支
援

推
進
員
各
区
へ
配
置
。
事
業
費

２
８
０
０
万
円
。

　

実
績
減
の
た
め
高
齢
者
住
宅

改
造
費
助
成
事
業
費
５
１
４
万

円
減
。
ひ
と
り
暮
ら
し
等
高
齢

者
見
守
り
事
業
費
７
０
６
万
円

減
。
緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム
事
業

費
５
７
６
万
円
減
。

医
療
的
ケ
ア
児

支
援
補
助
金
新
設

　

医
療
的
ケ
ア
児
受
入
れ
事
業

所
へ
施
設
整
備
、
看
護
師
確
保

の
補
助
金

新
設
、
４

４
０
０
万

円
計
上
。

　

21
年
度

に
川
崎
区

と
幸
区
に

１
か
所
ず

つ
開
設
し

た
子
ど
も

発
達
・
相

談
セ
ン
タ

ー
が
新
た

に
宮
前
区

と
多
摩
区

に
も
１
か

所
ず
つ
開

設
。
事
業

特別養護老人ホーム　待機率
～人口100万人規模の政令市比較～

（待機率＝65歳以上人口比の待機者数）

1.3

京都市 広島市 川崎市 北九州市 神戸市 福岡市 千葉市 仙台市 横浜市 名古屋市 札幌市 大阪市 さいたま市

1.01
0.9

0.83 0.81
0.75 0.73

0.62 0.58 0.57

0.43

0.31
0.26

介
護
人
材
確
保
・
定
着

介
護
人
材
確
保
・
定
着

支
援
へ
補
助
金
新
設

支
援
へ
補
助
金
新
設

〜〜  
特
養
ホ
ー
ム
新
規
計
画
ゼ
ロ

特
養
ホ
ー
ム
新
規
計
画
ゼ
ロ
！！
〜〜

費
９
３
４
５
万
円
増
。

　

実
績
増
に
よ
り
、
障
害
者
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
運
営
費
１

１
６
０
万
円
増
。
し
か
し
、
世

話
人
体
制
確
保
加
算
を
見
る

と
、
単
価
見
直
し
に
よ
り
、
区

分
１
か
ら
３
の
軽
度
は
１
億
１

千
万
円
減
。
区
分
５
・
６
の
重

度
は
５
千
万
円
増
。
全
体
で
６

千
万
円
減
。

　

障
害
者
災
害
時
個
別
避
難
計

画
作
成
支
援
事
業
費
９
４
４
万

円
減
。
21
年
度
開
始
事
業
で
、

当
初
在
宅
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

利
用
者
全
員
を
対
象
と
し
て
い

た
が
、
国
の
指
針
が
優
先
度
順

と
な
り
、要
件
精
査
し
た
た
め
。

　

実
績
減
に
よ
り
、
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
事
業
費
２
千
万
円
減
。

重
度
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業

費
２
億
５
千
万
円
減
。
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

の
可
能
性
否
定
せ
ず
。

小
児
医
療
費
助
成
制
度

は
、
県
内
最
低
、
政
令

市
で
も
最
悪

　

小
児
医
療
費
の
通
院
医
療
費

県
内
で
は
、
今
年
４
月
に
湯
河

原
町
が
中
学
校
卒
業
ま
で
無
料

化
す
る
た
め
、
33
市
町
村
の
な

か
で
川
崎
市
は
最
も
遅
れ
た
自

治
体
と
な
り
《
表
９
》、
政
令

市
の
な
か
で
も
最
低
水
準
で
す

《
表
10
》。
東
京
都
は
２
０
２
３

年
度
に
18
歳
ま
で
拡
充
す
る
た

め
、一
都
三
県
の
中
で
も
最
低
。

新
年
度
は
現
行
制
度
を
継
続
す

る
予
算
の
み
で
す
。

ひ
と
り
親
家
庭
の
自
立
に

向
け
た
支
援
が
拡
充

▽ 
「
学
習
支
援
・
居
場
所
づ
く

り
事
業
」
の
受
入
対
象
を
中

学
３
年
生
ま
で
に
統
一
。

▽ 

母
子
・
父
子
福
祉
セ
ン
タ
ー

サ
ン
・
ラ
イ
ヴ
で
の
就
業
支

援
に
係
る
講
座
や
法
律
相
談

等
の
充
実
。

▽ 

み
ん
な
の
校
庭
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
取
組
の
推
進
。

▽ 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
を

56
校
に
拡
大
。

▽ 

部
活
動
指
導
員
の
複
数
配
置

（
２
名
）
を
中
学
校
３
校
で

実
施
。

▽ 

「
地
域
の
寺
子
屋
」
を
、
随

時
開
校（
新
規
15
か
所
予
定
）。

▽ 

「
川
崎
市
子
ど
も
会
議
」
等

の
充
実
化
に
よ
る
子
ど
も
の

育
ち
と
意
見
表
明
の
促
進
。

保
育
所
入
所
保
留
児

２
１
８
９
人
に
も

　

新
年
度
、
認
可
保
育
所
の
受

入
れ
枠
拡
大
は
１
２
３
０
人
分

定
員
拡
大
し
ま
し
た
が
、
保
育

所
に
申
し
込
ん
で
入
れ
な
か
っ

た
入
所
保
留
児
童
数
は
１
月
21

日
時
点
で
２
１
８
９
人
で
す
。

▽ 

認
可
保
育
所
の
新
設
等
に
よ

り
、
受
入
枠
が
４
３
６
か
所

33
，
０
７
０
人
に
拡
大
（
20

か
所
１
，
２
３
０
人
増
）。

▽ 

地
域
型
保
育
事
業
の
新
設
等

に
よ
り
、
保
育
受
入
枠
が
93

か
所
１
，
２
８
５
人
に
拡
大

（
３
か
所
47
人
増
）。

▽ 

川
崎
認
定
保
育
園
の
家
賃
補

助
対
象
を
全
施
設
に
拡
大
。

▽ 

幼
稚
園
の
認
定
こ
ど
も
園
化

（
４
園
83
人
拡
大
の
18
園
９

２
３
人
）。

▽ 

幼
稚
園
に
お
け
る
就
労
家
庭

の
園
児
受
入
を
促
進
。

表９　小児医療費助成（通院）の県内比
2022 年度予算での拡充分を含む 2022 年１月１日現在

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
川崎市 小学６年生まで 有り 有り
横浜市 中学卒業まで 有り 有り
相模原市 中学卒業まで 有り 有り
横須賀市 中学卒業まで 無し 無し
平塚市 中学卒業まで 無し 無し
鎌倉市（＊１） 中学卒業まで 有り 無し
藤沢市 中学卒業まで 有り 無し
小田原市 中学卒業まで 有り 無し
茅ヶ崎市 中学卒業まで 有り 有り
逗子市 中学卒業まで 有り 無し
三浦市 中学卒業まで 無し 無し
秦野市 中学卒業まで 有り 無し
厚木市 中学卒業まで 無し 無し
大和市 中学卒業まで 有り 無し
伊勢原市 中学卒業まで 有り 無し
海老名市 中学卒業まで 無し 無し
座間市 中学卒業まで 有り 無し
南足柄市 中学卒業まで 有り 無し
綾瀬市 中学卒業まで 無し 無し
葉山町 中学卒業まで 無し 無し
寒川町 中学卒業まで 無し 無し
大磯町 中学卒業まで 無し 無し
二宮町 中学卒業まで 有り 無し
中井町 中学卒業まで 無し 無し
大井町 高校卒業まで 無し 無し
松田町（＊２） 中学卒業まで 無し 無し
山北町 中学卒業まで 無し 無し
開成町 中学卒業まで 有り 無し
箱根町 中学卒業まで 無し 無し
真鶴町 中学卒業まで 無し 無し
湯河原町（＊３） 中学卒業まで 無し 無し
愛川町 中学卒業まで 無し 無し
清川村 中学卒業まで 無し 無し
（＊１）鎌倉市：2022 年４月１日から所得制限廃止予定。
（＊２） 松田町：2022 年４月１日より対象年齢を通院・入院ともに、

高校３年生まで拡充予定。
（＊３） 湯河原町：2022 年４月１日から通院の対象年齢を中学校卒

業までに拡大予定。

表 10　小児医療費助成（通院）の政令市比較
［充実度の順］2022 年度予算での拡充分を含む

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
名古屋市（＊１） 高校卒業 無し 無し
静岡市 高校卒業 無し 有り
堺市 高校卒業 無し 有り
浜松市 高校卒業 無し 有り
新潟市 高校卒業 無し 有り
北九州市（＊２） 高校卒業 無し 有り
大阪市 高校卒業 13 歳から有り 有り
さいたま市 中学卒業 無し 無し
神戸市 中学卒業 無し 有り
福岡市 中学卒業 無し 有り
熊本市 中学卒業 無し 有り
京都市 中学卒業 無し 有り
千葉市 中学卒業 無し 有り
横浜市 中学卒業 有り 有り
相模原市 中学卒業 有り 有り
仙台市 中学卒業 有り 有り
岡山市 小学卒業 無し 有り
川崎市 小学卒業 有り 有り
広島市 小学卒業 有り 有り
札幌市 小学卒業 有り 有り
（＊１）名古屋市：2022 年１月から通院の対象年齢を 18 歳まで拡充。
（＊２） 北九州：2021 年４月より中学生まで通院の対象年齢を拡充し、2022

年１月から高校生まで拡充。一部負担金は、中学生～ 18 歳まで 1,
600 円／月まで。

表 11　市内保育所等申し込み状況（一時利用調整終了時点） ※ 2022 年１月 21 日現在の人数

区名
2022（令和４）年４月入所分 2021（令和３）年４月入所分 2020（令和２年）４月入所分

利用申請
児童数 内定数 入所

保留数
保留率
％

利用申請
児童数 内定数 入所

保留数
保留率
％

利用申請
児童数 内定数 入所

保留数
保留率
％

川 崎 区 973 832 141 14.5 1,159 914 245 21.1 1,226 973 253 20.6

幸 区 1,393 1,070 323 23.2 1,509 1,056 453 30.0 1.662 1.008 654 39.3

中 原 区 2,052 1,597 455 22.2 2,242 1,621 621 27.7 2,301 1,576 725 31.5

高 津 区 1,511 1,241 270 17.9 1,806 1,365 441 24.4 1,787 1,167 620 34.5

宮 前 区 1,478 1,150 328 22.2 1,531 1,107 424 27.7 1,485 1,067 418 28.1

多 摩 区 1,545 1,152 393 25.4 1,384 1,046 338 24.4 1,481 1,093 388 26.2

麻 生 区 1,002 723 279 27.8 870 620 250 28.7 928 643 285 30.7

全 市 計 9,954 7,765 2,189 22.0 10,501 7,729 2,772 26,4 10,870 7,527 3,343 30.8

対前年伸び ▲ 547 36 ▲ 583 ▲ 369 202 ▲ 571 ▲ 57 141 ▲ 198
※保留率＝入所保留数／申請児童数

表８　　　　　　特別養護老人ホーム比較
川崎市 京都市 神戸市 福岡市

人口（22.1.1） 1,538,825 1,450,660 1,515,014 1,619,469

65 歳以上人口（21.10.1） 306,115 396,308 433,785 347,095

施設数（21.10.1） 56 102 121 88

床数（21.10.1） 4,902 6,763 7,196 6,213

図４

▽ 

養
育
費
の
立
て
替
え
払
い
を

行
う
保
証
会
社
の
活
用
に
係

る
手
数
料
の
一
部
補
助
に
加

え
、
公
正
証
書
作
成
に
対
す

る
手
数
料
の
補
助
を
新
た
に

実
施
。

▽ 

「
高
校
生
等
通
学
交
通
費
助

成
事
業
」「
通
勤
交
通
費
助

成
事
業
」
の
対
象
者
を
ひ
と

り
親
家
庭
等
医
療
費
助
成
制

度
対
象
者
ま
で
拡
充
。

▽ 

児
童
養
護
施
設
・
乳
児
院
等

に
お
け
る
保
育
士
・
児
童
指

導
員
等
を
対
象
と
し
た
宿
舎

借
り
上
げ
支
援
事
業
の
実
施
。

▽ 

乳
児
院
に
お
け
る
夜
間
体
制

の
強
化
。

▽ 

３
歳
児
健
康
診
査
に
お
け
る

屈
折
検
査
機
器
の
導
入
。

全
市
立
学
校
の
ト
イ
レ

快
適
化
が
完
了

▽ 

新
川
崎
地
区
の
小
学
校
新
設

に
向
け
た
取
組
。

▽ 

学
校
施
設
の
長
寿
命
化
に
向

け
た
取
組
↓
・
校
舎
：
36
校

（
補
正
含
む
）、
体
育
館
：
23

校
（
補
正
含
む
）。

▽ 

学
校
ト
イ
レ
の
改
修
↓
工
事

実
施
26
校
（
補
正
含
む
―
―

全
市
立
学
校
の
ト
イ
レ
快
適

化
完
了
―
―
）。

▽ 

学
校
司
書
70
校
に
拡
大
。

▽ 

市
学
習
状
況
調
査
の
小
４
〜

中
３
へ
の
拡
充
に
向
け
、
小

学
校
２
校
及
び
中
学
校
１
校

で
モ
デ
ル
実
施
。

▽ 

特
別
支
援
学
級
に
外
部
人
材

を
活
用
し
た
介
助
・
支
援
の

実
施
。

▽ 

就
労
支
援
員
を
３
名
に
増

員
。
支
援
対
象
を
高
等
学
校

定
時
制
ま
で
拡
大
。

▽ 

中
学
校
の
支
援
教
育
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
の
体
制
整
備
。

▽ 

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の

増
員
（
５
名
増
の
57
名
に
）。

▽ 

学
校
巡
回
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の

増
員
（
８
名
増
の
15
名
に
）。

▽ 

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー
の
増
員
（
３
名
増
の
11

名
に
）。

▽ 

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
サ
ー
ビ
ス

を
市
立
全
校
に
展
開
、
不
登

校
児
童
生
徒
の
学
習
支
援
。

▽ 

Ｋ
ａ
ｗ
ａ
ｓ
ａ
ｋ
ｉ
教
室
シ

ェ
ア
リ
ン
グ
の
推
進
。

子
育
て
支
援
、
教
育
施
策

子
育
て
支
援
、
教
育
施
策

依
然
と
し
て
不
十
分

依
然
と
し
て
不
十
分


